第１８章　公務員および選挙
地方公務員の数
　地方公務員とは、いわゆる地方公共団体に勤務する者をいい、その範囲は地方公共団体の職の種類に応じ、きわめて広範かつ多様で、さらにその身分が国家公務員に属する者もあり、複雑多岐にわたっている。
　行政部門別、職員区分別に分けてみると、一般職員、教育公務員、警察官、議会議員となり、一般職員はさらに、一般行政関係、消防関係、企業関係、教育関係に細分される。
　昭和51年における地方公務員数は､総数で19万8,861人となり府民42人に１人の割合である。このうち一般職の公務員は12万3,241人で同67人に１人、教育公務員は5万8,576人で同141人に１人、警察官は１万7,044人で同486人に１人の割合となっている。
　一般職公務員を部門別にみると、一般行政関係（消防関係、企業関係、教育関係のいずれにも該当しない機関または施設に勤務する者）は８万980人で前年とほぼ同数。府市町村別では、大阪市２万7,636人、大阪府1万5,308人となり、この２団体で全体の53.0パーセントを占めている。また消防関係は6,382人（うち大阪市3,583人、56.1パーセント）、企業関係は1万9,831人（同1万4,364人、72.4パーセント）、教育関係は１万6,048人（同4,805人、29.9パーセント）となっている。
　また、府市町村議会の議員数は1,354人で、定数1,364人に対し10人が欠員である。
選挙人名簿登録者数
　昭和42年７月に住民基本台帳法が公布され、44年７月から同法第15条の「選挙人名簿の登録は、住民基本台帳に記録されている者で選挙権を有する者について行なうものとする。」規定が施行された。この結果、従来の永久選挙人名簿への登録の申出制度が廃止され、住民基本台帳に記録されている者を職権で登録することとなり、また登録回数も、選挙時の登録と年１回（9月）の定時登録になり、選挙時にできるだけ多くの有権者がは握できるようになった。
昭和50年９月10日現在の府下の選挙人名簿登録者数は558万9,565人で、49年にくらべて５万1,871人の増加となった。地域別にみると、大阪市地域が2万6,512人減少したほかは、北大阪地域２万5,233人、東大阪地域１万8,261人、南河内地域9,126人、泉州地域２万5,763人のそれぞれ増加となった。
参議院議員選挙の概況
　昭和49年７月７日に実施された第10回参議院議員選挙は、狂乱物価・地価暴騰などの経済問題、終盤で話題になった企業ぐるみ選挙をめぐる賛否論争、参議院における保革逆転の可能性など、いつになく有権者側の関心を高め、全国の投票率（地方区）は73.20パーセントと、第２回選挙（昭和25年）の72.19パーセントを上回って史上最高となった。
　47年暮れの衆議院選にひきつづき、共産党の躍進、社会党の善戦が目立ち、公明党も改選議席数を増したが、野党の中では民社党だけが低迷した。自民党は過半数の議席を確保したものの、野党との差が縮まったことは、狂乱物価によって引き起こされた将来に対する不安感が、良識の府たる参議院における野党の機能を、国民に重視させた結果とみられる。
　この傾向は大阪での得票数にも見られた。大阪府の当日有権者数は548万人（男271万人、女277万人）で、投票率（大阪地方区）は65.69パーセント（男64.23パーセント、女67.11パーセント）と全国の投票率（73.20パーセント）を下回ったものの、通常選挙の投票率としては、25年の71.58パーセントにつぐ高い率である。
大阪府知事選挙の概況
　昭和50年４月13日実施の大阪府知事選挙は、東京都知事選挙とともに、第８回統一選挙の最大の焦点として、５大政党を中心に三つどもえの戦いが行われ大きな盛り上りを見せた。
　今回の選挙は、70年代後半の地方自治のあり方、特に物価、福祉、地方財政危機等を中心として争われ、選挙人にとっては最も生活に密着したものだけに関心も高まり、投票率は66.27パーセントを記録した。
